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建 設 委 員 会 資 料

令和６年３月８日

総合環境センター

秋田市総合環境センター溶融施設大規模改修工事請負契約の変更契約について

１ 変更概要

工 事 名 秋田市総合環境センター溶融施設大規模改修工事

変更前請負額 ５，３０６，４００，０００円

変更後請負額 ５，３９８，８００，０００円

増 額 ９２，４００，０００円（※１１月議会補正予算議決済）

受 注 者 日鉄エンジニアリング株式会社

２ 変更理由

令和５年７月の豪雨による災害ごみの処理を優先し、工事を一部一時中止した

ため、工期の延長が必要となり、それに伴う経費がかかり増ししたため変更契約

を行うもの。

３ スケジュール（予定）

令和６年３月 変更本契約

７月 ２号炉耐火物施工

９月 竣工
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建設委員会資料

令和６年３月８日

環 境 総 務 課

し尿および浄化槽汚泥の広域処理について

１ 経緯

・令和２年12月に男鹿市および潟上市から、両市で組織する一部事務組合

が設置したし尿処理施設が、老朽化に伴い令和７年頃に停止時期を迎え

るため、本市の汚泥再生処理センターにおいて、広域処理を検討してほ

しい旨の依頼があった。

・本市では、令和２年12月市議会定例会で、スケールメリットが期待でき

ることから広域処理の実施に向けた検討を開始することを報告し、令和

３年２月に三市による「し尿および浄化槽汚泥の広域処理検討に係る覚

書」を締結した。

・各市の担当課長を会員とする秋田市・男鹿市・潟上市し尿等広域処理連

絡協議会（以下 「連絡協議会」という ）を設置し協議を進めている。、 。

２ 協議内容

これまで、２回連絡協議会を開催し、次の点を確認している。

(1) 広域処理の可否にかかわらず、汚泥再生処理センター大規模改修工事を

令和９年度から令和10年度の２か年で実施する予定であることから、令和

11年度以降の受け入れとなる。

(2) 広域処理に必要となる受入および計量設備の設置費用は、全額を男鹿市

および潟上市の負担とする。なお、受入および計量設備については、プラ

ントメーカーや他の自治体を調査し今後提示する。

(3) 男鹿市および潟上市が負担するし尿等処理手数料や広域処理に伴う費用

分担は、大規模改修工事に向けた検討の中で試算・提示する。

３ 受入可能時期の検討状況

令和４年度 令和10年度 令和11年度

搬入量実績 搬入量見込 搬入量見込

三市合計 約48,000kL 約38,000kL 約37,000kL

１日当たり
約224kL 約 177kL 約 173kL

の処理量

※汚泥再生処理センターの１日当たりの処理能力175kL
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４ スケジュール（予定）

令和６年度 第３回連絡協議会

・受入・計量設備の検討

・費用分担の考え方

第４回連絡協議会

・広域処理の開始時期の検討

・広域処理に伴う費用分担の検討

・広域処理手数料の積算方法の検討

・受入・計量設備の検討
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建 設 委 員 会 資 料

令和６年３月８日

環 境 都 市 推 進 課

ごみ処理広域化の検討について

１ 概要

急速に進む人口減少の中、持続可能な適正処理の確保をめざし、令和３年９月

に策定された「秋田県ごみ処理広域化・集約化計画」では、本市について、潟上

市や男鹿市などの南秋田郡の町村と広域化・集約化をすすめることが望ましいと

されている。

また、本市においても、一定の規模を保つことにより、温室効果ガスの排出削

減や１ｔ当たりの処理費用の増加を抑え、持続可能なごみ処理体制の構築を進め

るため、ごみ処理広域化の検討を進めている。

２ これまでの取組

(1) 秋田市・潟上市・八郎湖周辺清掃事務組合ブロック広域化研究会

秋田市･潟上市･男鹿市等の課長級等で構成する上記研究会を令和５年７月に

、 。発足し､次のとおり ごみ処理の現状等の情報共有や課題の洗い出し等を行った

ア 第１回 令和５年７月12日

・ごみの分別状況、ごみ処理の課題、ごみ処理施設の状況等を検討

イ 第２回 同年11月８日

・環境省が制定した「広域化・集約化に係る手引き」に準拠して、①広域化

集約化の方式、②費用分担、③ごみの分別区分・有料化、④ごみの収集運

搬、⑤過渡期のごみ処理方法等を検討

(2) 共通認識と課題

必要かつ最小限度の施設規模にすることにより財政負担を抑制する必要があ

ることや、広域化にかかる方針は適切な段階で自治体間において協議する必要

があることなどが共有されたが、次の課題が明らかとなった。

【秋田市】

・現施設でブロック全体の全量受入れは不可能であり施設整備計画の見直し

が必要。

・施設内や施設周辺などの市内交通量が増加。
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【潟上市】

・焼却施設は令和10年度まで延命化されており、令和７年度までに方針を決

めることになっていることから、早期に暫定的な処理方法を検討する必要

がある。

・最終処分場の残容量が少ない（令和12年度まで 。）

【男鹿市】

・搬送の長距離化でコストが高くなる。

、 、・排出方法や分別方法の変更が予想されることから 住民理解の促進に向け

それぞれの地域で早い段階から説明が必要。

３ 今後の対応

将来にわたり安定的・効率的な処理体制の構築を目指し、災害発生時の対応等

も考慮しながら、研究会で出された課題や関係市町村のメリット、デメリット等

、 。の検証を行い ６年度内の広域化・集約化に係る方針の決定に向け協議を進める

(1) 覚書締結

今年度中に、具体的な検討を行う「 仮称）秋田市・潟上市・八郎湖周辺清掃（

」 。事務組合ブロック広域化協議会 を設置するための覚書を関係市町村間で締結

(2) 協議会発足

覚書締結後、令和６年４月に同協議会を発足。

４ スケジュール（予定）

令和６年 ４月 広域化協議会を発足

広域化協議会を開催（第１回～第３回）

１２月 市議会に協議会における検討状況を中間報告

令和７年 ２月 広域化協議会の開催（第４回）

３月 市議会に広域化・集約化に係る方針について報告
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